





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る。H.-J. Rudolphi, in : Systematischer Kommentar zum StGB, ７.Auflage, ２００２, §１７ 
Rn.４４ff.






















　 ド イ ツ に つ い て，vgl. C. Roxin, Strafrecht Allgemeiner Teii Ⅰ , ４. Auflage, 
２００６, §２１ Rn.２１; W. Joecks, in : Münchener Kommentar zum StGB, ３.Auflage, 
２０１７, §１７ Rn.３２. ス イ ス に つ い て，vgl. G. Stratenwerth, Schweizerisches 
Strafrecht, Allgemeiner Teil Ⅰ , ４.Auflage, ２０１１, §１１ Rn.４８; M. A. Niggli / S. 
Maeder, in : Basler Kommentar, Strafrecht Ⅰ , ４.Auflage, ２０１９, Art.２１ Rn.８. オ ー
ストリアについて，vgl. E. Fabrizy, StGB, １１.Auflage, ２０１３, §９ Rn.１; H. Fuchs/


















　Roxin, a.a.O.(Fn.４０), §２１ Rn.２１; Niggli/Maeder, a.a.O. (Fn.４０), Art.２１ Rn.１０; 
Fuchs/Zerbes, a.a.O.(Fn.４０) , Rn.２３/２１. なお，１９６２年ドイツ刑法草案は，法の
不知を禁止の錯誤の一類型として認めていなかった（vgl. Drucksachen des 
Deutschen Bundestages Ⅳ /６５０, S.１３５）が，現行ドイツ刑法１７条は，６２年草案の
態度は責任主義の原則の観点から疑問があるとして，法の不知を禁止の錯誤の










　 J.Wessels/W.Beulke/H.Satzger, Strafrecht Allgemeiner Teil, ４８.Auflage, ２０１８, 




























　BGHSt ２, １９４, ２００.
　BGHSt ２, １９４, ２０２.
　BGHSt ４, ２３６, ２４２f.


















必要でないとされる。Vgl. Roxin, a.a.O.(Fn.４０), §２１ Rn.１２; K.Kühl, in : Lackner/
Kühl, StGB, ２９.Auflage, ２０１８, §１７ Rn.２. こ れ に 対 し て，H. Frister, Strafrecht 
Allgemeiner Teil， 8.Auflage. 2018, Rn. 17/4は，「行為者は，刑罰法規それ自体を
知っている必要はないが，その違反に対しては当該法規を通じて刑罰が科され
得るところの禁止を知っていなければならない」とする。




得できなかった場合に，１７ 条 １ 文の意味において回避不可能である」とされ
ている。BGH NJW ２０１７, ２４６３, ２４６４.
　BGHSt ２１, １８, ２０f; BGH NJW １９９６, １６０４, １６０６; BGH NJW ２０１７, ２４６３, ２４６４. し
たがって，判例の立場によると，自己の行為の適法性について自ら（わずかに
　 でも）疑念を持っている者は，法状況について知識を獲得する契機を有してい
るとされる。Neumann, a.a.O.(Fn.４８), §１７ Rn.６３.
　Roxin, a.a.O.(Fn.４０), §２１ Rn.５２ff; Rudolphi, a.a.O.(Fn.３８), §１７ Rn.３０ff; 
























Roxin, a.a.O.(Fn.４０), §２１ Rn.４６.
　Neumann, a.a.O.(Fn.４８), §１７ Rn.９０ff. 同旨 Joecks, a.a.O.(Fn.４０), §１７ Rn.９０f. 特
別刑法および秩序違反法の領域において故意説を採用すべきとする見解への批
判として，vgl.Roxin, a.a.O.(Fn.４０), §２１ Rn.４１f;




























― 刑罰目的に左右される概念である」とする。G. Jakobs, Strafrecht Allgemeiner 
Teil, ２.Auﬂage, １９９１, Rn.１９/３３.
　T. Hörnle, Kultur, Religion, Strafrecht – Neue Herausforderungen in einer 
pluralistischen Gesellschaft, ２０１４, C.７１.

























　Hörnle, a.a.O. (Fn.５４), C.７３f.
　Hörnle, a.a.O. (Fn.５４), C.７４.
　K. Laubenthal/H. Baier, Durch die Ausländereigenshaft bedingt Verbotsirrtümer und 





















　D. Sternberg-Lieben/F. Schuster, in : Schönke/Schröder StGB, ３０. Auflage, ２０１９, 
§１７ Rn.１９. 他方で，行為者が法状況の明白な変更を知っている場合には，当
該新設法規に関する情報を得ることが行為者に義務づけられるとされる。
　Neumann, a.a.O.(Fn.４８), §１７ Rn.６２. J-M.S.Sanchez, Vorüberlegungen zur Lehre 






























るものであるとする。Sanchez,  a.a.O., S.３１４f.
　Stratenwerth, a.a.O.(Fn.４０), §１１ Rn.３９; K.Seelmann / C.Geth, Strafrecht 
Allgemeiner Teil, ６.Auflage, ２０１６, Rn.２３７. G. Heine/G. Jenny/K.-L. Kunz/H. Vest, 




Niggli/Maeder, a.a.O.(Fn.４０), Art.２１ Rn.１６.
　Heine/Jenny/Kunz/Vest, a.a.O.(Fn.６２), S.１２３.




















　BGE １２０ Ⅳ ２０８, ２１５.
　その限りで，旧２０条における「十分な理由」の評価について実務が展開し
てきた基準が現行法下においても妥当するとされる。BGer vom １３.２.２０１７, ６B_
５２４/２０１６, E. １.３.２. この点，旧２０条下における判例も，旧２０条の規定を責任説に
従うものと把握している。Vgl, BGE １２９ Ⅳ ２３８, ２４２.




　BGE １２９ Ⅳ ２３８, ２４１. ただし，禁止の錯誤について刑の任意的減免しか認め
ていなかった旧２０条との関連で述べられている。現行法の下で，この点を指摘
する判例として，BGer vom １３.２.２０１７, ６B_５２４/２０１６, E. １.３.２.






















　Niggli/Maeder, a.a.O. (Fn.４０), Art.２１ Rn.５. そして，知り得たか否かは，行為者
が置かれた具体的な状況（文化的背景等）を基礎として，個別的に判断されね
ばならないとされる。Niggli/Maeder, a.a.O. (Fn.４０), Art.２１ Rn.１９a.
　Seelmann/Geth, a.a.O. (Fn.６２), Rn.２３６. 
　Vgl. Seelmann/Geth, a.a.O. (Fn.６２), Rn.２３９; Niggli/Maeder, a.a.O. (Fn.４０), Art.
２１ Rn.１０. さらに，H. Wiprächtiger/S.keller, in:Basler Kommentar, Strafrecht Ⅰ , ４. 























力な徴憑となるとしている。BGE １０４ Ⅳ ２１７, ２１９.
　Vgl. S. Trechsel/P. Noll/M. Pieth, Schweizerisches Strafrecht Allgemeiner Teil Ⅰ , 





























　Trechsel/Noll/Pieth, a.a.O. (Fn.７４), S.１６０.
　BGE ９７ Ⅳ ５７, ６６.






禁止の錯誤に関する規定であるとされる。Fuchs/Zerbes, a.a.O. (Fn.４０), Rn.２３/１９.























　 活に定着している平均人が想定されている。F. Höpel, in : Wiener Kommentar 
zum StGB, ２.Auflage, ２０００, §９ Rn.１２.
　Seiler, a.a.O. (Fn.７９), Rn.５５７f.
　この点も含め，オーストリアにおける議論状況について，薮中悠「オースト
リア刑法における違法性の意識と違法性の錯誤」慶應法学３７号（２０１７年）３９３





















　 Höpel, a.a.O. (Fn.７９), §９ Rn.１２をも参照。他方で，調査義務の懈怠は，行為者
が自己の行為の適法性に疑念を持つことが期待し得た場合にのみ，非難可能で





　Fuchs/Zerbes, a.a.O. (Fn.４０), Rn.２３/２. さらに，vgl. Seiler, a.a.O. (Fn.７９), Rn.５２８. 
なお，アメリカ刑法学においても，同様の指摘がなされている。ヨシュア・ド
レスラー著／星周一郎訳『アメリカ刑法』（２００８年）２４８頁。
　Fuchs/Zerbes, a.a.O. (Fn.４０), Rn.２３/２１.





























　Fuchs/Zerbes, a.a.O. (Fn.４０), Rn.２３/２.
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に事案を処理することはもはや適切でなくなっているように思われる。
先述したように，法の不知についても，事実の錯誤として故意が阻却さ
れる場合があり得ることから，事実の錯誤と違法性の錯誤の限界付けに
ついて考察することが必要である。紙幅も尽きたので，この点について
は，別稿を期したい。
